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第 5 章 自閉症者に対する職業評価と職業指導 
 

1 自閉症者の職業評価 

（1） 職業評価における知能検査 

 知的能力と職業能力に関しては、古くから論争の的になってきたところである。鈴木（1988） 

は知的障害者の雇用に関して、IQ：55 をラインとして、それより以上のものは親や職員、周囲 

のものに支えられながらであれば雇用の可能性は高いが、それより低いものは難しいと報告して 

いる。これに対し、滝本（1988）は IQ35 以下であっても就職した事例を報告している。 

 ここで、知能と職業能力との関連を考えると、知能そのものは100人の学者が100の定義をして 

いるように、その関連を証明するのは困難である。一般的な定義に従って知能とは知能検査で測 

られたものとすると、様々な職業によってその必要とされる能力は異なるため、IQ 値と職業能 

力の関連を直接的に求めるのは無意味である。 

 なぜなら、医者や弁護士等の仕事に関しては全般的な知能水準の高さが求められても、単純定 

型反復作業等における作業理解は知能検査で測られるすべての能力が必要とされるとは限らない 

からである。 

 自閉症者の WISC-R 知能検査における下位検査とボールペン分解・組立作業との相関を求めた 

ところ、表 5－1 に示すように動作性検査との相関が高く、中でも「符号」「絵画配列」といった 

継次処理能力を必要とする下位検査との関係が強いことが報告されている。このように、IQ 値 

のみを求めるビネー系の知能検査では測れなかった知能構造をウェクスラ一系知能検査では診断 

され、言語性下位検査の〈理解〉などはあまり相関が見られないことがわかった。 

 すなわち、仕事によって必要とされる知能構造が異なるものと考える。また、同じ仕事におい 

表 5－1 自閉症者の WAIS－R 知能検査と作業能力の相関 
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ても、自閉症者と知的障害者とでは作業を理解するシステムにも異なる可能性があるのではなか 

ろうか。例えば、単純作業を理解する上で知的障害者はゆっくりとした口調で何度も指導されて 

理解することがあるかもしれない。 

 しかしながら自閉症者は口頭による指導が却って混乱を招き、視覚的刺激を用いた指示の方が 

理解しやすい場合が考えられるとすると、同じ課題でも聴覚的、継次的に処理する場合と、視覚 

的、同時的に処理するといったように理解の方法が異なる場合が考えられる。大塚・宮坂・神園 

（1991）らの報告にみられる特異な暦計算能力を示す自閉症者たちは、一般的に継次的な課題と 

される〈数唱〉課題を、ちょうど頭の中の鏡に写すように同時的に処理してしまう場合があると 

考えられる。 

 このように、知能と職業能力を考える際には、単に IQ 値のみで推測するのではなく、多岐に 

わたる職業とそれに必要とされる知的能力はどのようなものなのかという視点から検討すること 

が重要である。 

 ただ、すべての知的障害者に IQ 値が無関係であるというわけではなく、最重度の知的レベル 

であれば現実的に一般就労は困難であろう。しかしながら、従来就労は困難と考えられていた知 

的障害者や自閉症者において、その知能構造及び仕事に必要とされる知的能力を分析することに 

より、職業指導にも何らかの示唆を与えることができるものと考える。 

 

（2） 社会的スキルの評価の重要性 

 自閉症者の職業的自立には様々な要因が関連してくる。身体的能力や知的能力、意欲や興味 

等、そして社会生活が確立されているかどうかも重要な要素の一つである。 

 職業評価では、一般的に作業理解や作業遂行する上でのスピード、すなわち作業量などが中心 

的な存在を示す。しかしながら、作業能力だけではない社会的スキルも職業的自立と密接な関連 

があるものと考える。 

 作業のやり方をどのように自閉症者に伝えると効果があるか等、仕事を指導する立場のものか 

ら考えると非常に困難な課題である。よって、職業評価の段階でこのような対人スキル、コミュ 

ニケーションスキル等を評価することにより、作業理解のさせ方等に改善策を実施することがで 

き、その結果作業スキルが確立されることになるものと考える。 

 梅永・前川・小林（1991）は、知的障害者、自閉症者の社会生活能力調査票における下位項目 

に関して因子分析を行ったところ、自閉症者のカテゴリーと知的障害者のカテゴリーは異なって 

おり、とりわけコミュニケーションを必要とするカテゴリーに関して相違が見られた。社会的ス 

キルの中でこのコミュニケーションスキルや対人スキルが作業理解、ひいては職業的自立への課 

題となるため、その評価は最も重要なものの一つであり、その後の職業指導のあり方などにも関 

連してくる。よって、自閉症者にとって最も評価を重視しなければならない項目は社会的スキル 

と考える。 
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（3） 職場適応を考えた職業評価 

 職業リハビリテーション、あるいは障害者の就労援助サービスにおいて相談、評価、就労とい 

う流れでひとまず就職をしたら、そのサービスは終了すると捉えられがちであるが、最も重要な 

のは就労後の維持、すなわちその職場にうまく適応して行けるのかどうかである。 

 従来の職業評価では、障害者の諸能力と企業・事業所が求める適性とのマッチングに視点が注 

がれていたが、自閉症者や知的障害者などの発達障害者は健常者に比べ、就職後の職場適応に関 

して健常者とは異なる面が多々存在する。よって、職業評価においては就労可能かどうかの判定 

およびマッチングだけではなく、就職後の職場適応のためにはどのような指導が必要なのかなど 

を含めて吟味しなければならない。 

 1986 年から始まったアメリカの Supported Employment では、従来の職業リハビリテーション 

サービスでは障害者、とりわけ知的障害者の雇用は促進できないと考え、職場適応をその援助の 

中心に据え、雇用されてからの指導がなされるようになった。そのための職業評価として、 

Situational Assessment（職場内評価）と呼ばれる評価が重要視されるようになり、従来の伝統 

的評価は職業リハビリテーション全体で占める割合が減少してきている（梅永、1997）。 

表 5－2 職場内評価（SituationaI Assessment）のフォーム 
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 Situational Assessment とは、表 5－2 に示すようなフォームを用い、我が国でいう職業セン 

ターや更生相談所のような場所で行う職業評価や職能判定ではなく、現実の職場において実施、 

評価者にジョブコーチ以外の職場の担当者、対象障害者の親、そして対象者までが入り、評価を 

行う事業所も 3 カ所以上に及ぶ。そして、評価項目が抽象的な内容ではなく、誰が見てもわかる 

ような客観評価を重視する。 

 このように、従来の職業評価に比べ、職場適応を重要視した就労、そのための職業評価へと流 

れが変わりつつあるものと考える。 

2 自閉症者の職業指導 

（1） 非音声言語による表出コミュニケーション指導及び視覚的 JIG を使用した作業指導例 

 コミュニケーション障害者と言われる人たちには、聴覚障害者、言語障害者、失語症者、自閉 

症者ならびに場面（選択性）緘黙者等が存在するが、そのパーソナリティ特性は大いに異なる。 

 聴覚障害者の場合は、自ら意欲的にコミュニケーションを図ろうとしても、その機能障害のた 

めに、音声言語によるコミュニケーションは困難である。ブローカ失語症や吃音などの言語障害 

者の場合は、聴覚障害者に比べ、アウトプット、すなわち表出言語に困難性を示していても、イ 

ンプットの段階、すなわち理解言語には問題がない場合が多い。 

 また、自閉症者のような広汎性発達障害の場合は、DSM-IV でも「言語的および非言語的意思 

伝達や想像上の活動における質的な障害」と定義されているように、音声言語を通してのコミュ 

ニケーション能力の弱さが認められる。 

 しかしながら、場面緘黙者の場合は、その能力が器質的な障害から表出言語に問題を生じてい 

るわけではない。場面緘黙症とは、「特定の人や特定の場所でのみ無言が生ずる。その対象の範 

囲は、問題が重度なほど広くなる。軽度な場合は、教室での授業場面にとどまり、または登校中 

にのみ出現する。より重度になると近隣でも生じ、また家庭においてさえ来訪者があると無言に 

なるケースもある。またそのほかに、カタレプシー様の反応や脱力発作のような生じ、給食拒 

否、表現拒否などが生じる（深谷、1982）」と定義されている。よって、その本質的な問題は、 

情緒障害に分類されているように心の問題である。 

 しかしながら、言語的コミュニケーションが必要と考えられる事業所においては、作業能力は 

認められてもコミュニケーションに障害がある場合、自閉症者同様その対策を考えていかねばな 

らない。 

 ここで、コミュニケーションの定義をみると、「いろいろな記号を用いて知識・経験・意図な 

どを伝達・交換する過程。最も直接的な手段は言語であるが、言語以外にも相手に対してさまざ 

まな手段を通して意志を伝えるものは数多く存在している。すなわち、身ぶり、手振りや眼差 

し、表情、符号、省略記号、数字や図示による伝達記号であり、これらは言語という複雑な記号 

が用いられる以前に行われ、また現在でも言語と平行して用いられることがある（これらを総称 
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してノンバーバル・コミュニケーションと呼ぶ）。コミュニケーションとは、要するにことばあ 

るいは他の媒体による人間相互の接触、理解の過程であり、これを発する信号の送り手と、これ 

を受けとる受け手の間にとりかわされるさまざまな記号の伝達の過程を意味している（入谷、 

1982）」とされている。以上の定義から考えると、コミュニケーションとは必ずしもことばを必 

要としているわけではない。事実、聴覚障害者には手話というコミュニケーションの手段が存在 

するのに、自閉症者や緘黙症者には、あえて音声言語によるコミュニケーションを図ろうとしすぎ 

るきらいがある。これは、自閉症者の場合、エコラリア等で表出言語が確認されるため、第三者 

からみると音声言語によるコミュニケーションが可能と思われるからである。しかしながら、音 

声言語が必ずしもコミュニケーションの手段として使われているかは疑問である。場面緘黙者の 

場合も同様で、家庭内やごく一部の人たちとの間では音声言語によるコミュニケーションが図ら 

れているため、他の人たちとも十分にコミュニケーションがとれるものと考えられているのでは 

なかろうか。 

 しかし、他人と容易に音声言語でコミュ二ケーションがとれるのであれば、場面緘黙とは言われ 

ない。脊髄損傷者が歩行が困難であるのと同様、場面緘黙症者は他人としゃべるのが困難なので 

ある。よって、脊髄損傷者が車いすによって移動を行うように、自閉症者や場面緘黙症者は音声 

言語以外でのコミュニケーションを図ってもよいものと考える。このことは、必ずしも音声言語 

によるコミュニケーショントレーニングを否定しているわけではない。要は音声言語が主体なの 

ではなく、仕事を覚える際のコミュニケーション技術が必要なのである。例えば知的障害者が複 

雑な職業課題を獲得するために絵による指示書を用いた指導（Wacker、1983）があり、自閉症 

者に対しても非音声言語を利用したコミュニケーションの報告がなされている（Schopler、 

1991）。 

 以上のことから、言語的コミュニケーションが頻繁に使用される事業所において、自閉症者と 

同様コミュニケーション障害を示す場面緘黙者の指導によって、自閉症者指導の指針を目指すこ 

ととした。手続きとしては、非音声言語による表出コミュニケーションを指導し、また口頭によ 

る指示ではなく、モデリングおよび視覚的教材を用いて作業指導を行った。 

（ｲ） 事例の概要 

 対象者は場面緘黙症と診断された16 歳男児ユキオ（仮名）で、現在定時制高校 1 年に在学中で 

あり、就労経験はない。愛の手帳（療育手帳）4 度（軽度）を所持している。 

 職業評価の結果は以下とおりであった。 

・WAIS-R 知能検査：動作性 1Q45 未満（言語性は実施できず） 

・ボールペン分解・組立作業では口頭による指示とモデリングによって作業は理解でき 

 た。作業量は徐々に増加し、後半になると健常者と遜色ない作業スピードを示した。し 

 かし、音声言語による応答は全くなし。 
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（ﾛ） 経過 

 対象者の受け入れ事業所は全国にチェーン点を持つハンバーガーショップ M 社であり、この事 

業所における仕事の流れは、カウンターで客からの注文を受けた者が口頭による簡単な英語で厨 

房内にオーダーを伝える。伝達を受けた者は、同様に簡単な英語で注文を確認し、ハンバーガー 

等ができあがった際に、同じく簡単な英語で答えるシステムとなっていた。 

 ユキオはコミュニケーション指導において理解言語は問題なく、表出言語が困難であるため身 

ぶりサインよるコミュニケーション指導を行った。例えば、口頭による要求が理解できた場合に 

は右手を上にあげ、理解できなかった場合には右手を左右に振るというような身振りサインを指 

導した。 

 また、フィレオフィッシュ等の製造過程における作業指導では、モデリング（観察学習）およ 

び作業工程が視覚的に図示されている JIG（治具）を利用して行った。 

 M 社では、中心となるハンバーガー以外にフライドポテトやチキンナゲット等いくつかの製品 

があるが、実習を受ける者は最もオーダーの少なく、作業工程も容易なフィレオフィッシュから 

始めることになっていた。よって、まず作業工程を段階的に理解するために、フィレオフィッ 

シュのオーダーが出されてから仕上げるまでの課題分析を行った。課題分析の結果を表 5－3 に 

示す。フィレオフィッシュ製造の場合、課題分析表の「1．」と「14．」の部分にコミュニケー 

ションが必要とされており、オーダーが出され、それを受ける時と仕上がった場合にのみ、身ぶ 

りサインによるコミュニケーションの指導を行った。 

表 5－3 2 個のフィレ・オ・フィッシュ製造過程の課題分析表 
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写真 1 写真 5 

写真 2 写真 6 

写真 3 

写真 7 

写真 4 



－  － 68

 それは、課題分析 1．の‶「フライヤー・オーダー・ツーフィレ・プリーズ」という注文を受 

けると、「ツーフィレ・サンキュー」と答える″ところを、‶指を 2 本たて、ツーのサインを出す" 

に（写真 1 参照）、そして課題分析 14．の‶「フィレアップ」と答え、カウンターに差し出す"と 

ころを、できたフィレオフィッシュを差しだし、マネージャーからの‶「フィレ・アップ」とい 

う音声言語による確認をもらう"という形に変更した。 

 以上により、音声言語によるコミュニケーションが困難な対象者ユキオの基本的なコミュニ 

ケーションの問題は減少し、写真 5－1～5－7 に示すような作業工程を無難に行えるように 

なった。 

 作業工程が何段階かに分かれているような場合、その作業工程を表 5－3 に示されるような課 

題に細かく分けることにより、作業理解が容易になり、作業指導もしやすくなる。また、コミュ 

ニケーションに障害がある場合は、口頭による指示だけでは作業理解が困難である。 

 これらを踏まえ、M 社では図 5－1 に示すような“Be Well Dressed”という視覚的な作業指 

示書を独自に作成している。これらは、障害者のために作られたものではなく、アルバイト社員 

の多い M 社では一人の人をマンツーマンじっくりと教育していくということが困難であるため、 

できるだけ効率的に仕事を理解してもらおうという趣旨から考案されたものである。この“Be  

Well Dressed”は、表 5－3 の課題分析表の一部が視覚的に表されたものである。対象者ユキオ 

は口頭およびモデリングによる作業指導で作業工程は理解できる部分が多く、そのためこの“Be  

Well Dressed"を頻繁に用いることはなかったが、フィレ・オ・フィッシュ以外のハンバーガー 

などの製品にも“Be Well Dressed"が制作されていた。 

 M 社では障害児者の職場実習を引き受ける場合、教師等の支援者が M 社での作業内容を習得 

し、支援者が対象者へ指導するというシステムとなっている。 

 よって、職業カウンセラーが職場内の作業指導に積極的に参加し、対象者ユキオに対するジョ 

ブコーチの役割を担った。 

 その結果、1 ヶ月という短期の職業指導であったが、終了後の M 社の評価は表 5－4 に示すよ 

うな状況となった。表 5－4 から、「対人態度等」および「作業態度等」の中の表出言語を必要 

とする欄は C 段階を示しているが、それ以外はほぼ問題なく、素直さ、陰ひなたのなさ、集中力 

などは A 段階と高い評価を受けた。 

 職業指導場面において、言語によるコミュニケーションの困難な場面緘黙者に対し、身振りサ 

インによるコミュニケーションの指導を行った。その結果、指示の理解ができているかどうか程 

度の確認を要求されるレベルでは、あえて音声言語に頼らずとも身振りサインによってコミュニ 

ケーションを図ることができ、その方が実用的であることも示された。 
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図 5－1 フィレオフィッシュの Be Well Dreseed 
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表 5－4 場面鐵黙者ユキオの職場実習評価票 
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（ﾊ） 考察 

 聴覚障害者の場合は、自ら意欲的にコミュニケーションを図ろうとしても、その機能障害のた 

めに、音声言語によるコミュニケーションは困難である。ブローカ失語症や吃音などの言語障害 

者の場合は聴覚障害者に比べ、アウトプット、すなわち表出言語に困難性を示してもいてイン 

プットの段階、すなわち理解言語には問題はない場合が多い。 

 また、自閉症者のような広汎性発達障害者の場合は、DSM-IV（1994）でも「言語的および非 

言語的意志伝達や想像上の活動における質的な障害」と定義されているように、音声言語を通し 

てのコミュニケーション能力の弱さが認められる。 

 しかしながら、場面緘黙症者の場合はその能力が器質的な障害から表出言語に問題を生じてい 

るわけではない。場面緘黙症とは、「特定の人や特定の場所でのみ無言が生ずる。その対象の範 

囲は、問題が重度なほど広くなる。軽度な場合は教室での授業場面にとどまり、または登校中に 

のみ出現する。より重度になると近隣でも生じ、また家庭においてさえ来訪者があると無言にな 

るケースもある。またそのほかに、カタレプシー様の反応や脱力発作のような生じ、給食拒否、 

表現拒否などが生じる（深谷、1982）」と定義されている。よって、その本質的な問題は、情緒 

障害に分類されているように心の問題である。 

 しかしながら、言語的コミュニケーションが必要と考えられる事業所においては、作業能力は 

認められてもコミュニケーションに障害がある場合、その対策を考えていかねばならない。 

 ここで、コミュニケーションの定義をみると、「いろいろな記号を用いて知識・経験・意図な 

どを伝達・交換する過程。最も直接的な手段は言語であるが、言語以外にも相手に対してさまざ 

まな手段を通して意志を伝えるものは数多く存在している。すなわち、身ぶり、手振りや眼差 

し、表情、符号、省略記号、数字や図示による伝達記号であり、これらは言語という複雑な記号 

が用いられる以前に行われ、また現在でも言語と平行して用いられることがある（これらを総称 

してノンバーバル・コミュニケーションと呼ぶ）。コミュニケーションとは、要するにことばあ 

るいは他の媒体による人間相互の接触、理解の過程であり、これを発する信号の送り手と、これ 

を受けとる受け手の間にとりかわされるさまざまな記号の伝達の過程を意味している（入谷、 

1982）」とされている。以上の定義から考えると、コミュニケーションとは必ずしもことばを必 

要としているわけではない。事実、聴覚障害者には手話というコミュニケーションの手段が存在 

するのに、自閉症者や緘黙症者には、あえて音声言語によるコミュ二ケーションを図ろうとしすぎ 

るきらいがある。これは、自閉症者の場合、エコラリア等で表出言語が確認されるため、第三者 

からみると音声言語によるコミュニケーションが可能と思われるからである。しかしながら、音 

声言語が必ずしもコミュニケーションの手段として使われているかは疑問である。場面緘黙者の 

場合も同様で、家庭内やごく一部の人たちとの間では音声言語によるコミュニケーションが図ら 

れているため、他の人たちとも十分にコミュニケーションがとれるものと考えられているのでは 

なかろうか。 
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表 5－5 ABC 分析表 

 

 

 また、人間の行動を分析する際に、応用行動分析ではＡＢＣ分析というものを使用することが 

ある。ＡＢＣ分析とは、表 5－5 が示すように、人間の行動は「先行刺激」と「結果事象」によっ 

て制御されるという考えである。表 5－5 の例 1 では「泣き叫ぶ」という行動が、例 2 では「テ 

レビのスイッチをつける」という行動が「結果事象」によって強化され増加するが、例 1 では母 

親が何も買ってあげずに子どもを無視することや例 2 での画面に画像に映らなかったことは強化 

刺激が得られないことになり、「泣き叫び」や「スイッチを入れる」行動を減少させる「消去」 

刺激となっているという考え方である。従来応用行動分析やそれをベースとしている行動療法で 

は、この考え方に従い「結果事象」の操作をすることによって、「行動」を変容することに主眼 

が置かれていたが、最近では「先行刺激」を変えることによって、行動を変えていこうという考 

えが報告されるようになってきた（Kennedy、1994）。 

 M 社における作業指導において視覚的 JIG を使用したことは、この先行刺激となる環境を整理 

して、作業者にわかりやすい状況を与え、適切な作業行動を学習させたことになる。これは、 

Schopler・佐々木（1991）らが推進している TEACCH プログラムなどにおいて実施されている 

「構造化」というものに他ならない。 

 また、応用行動分析で課題をわかりやすくするために使用される課題分析は Supported Em- 

ployment のジョブコーチの指導法であるシステマティック・インストラクションにも用いられ 

ており（小川、1993）、知的障害者等の作業指導に極めて有効な指導指針となっている。その課 

題分析を文字によるものではなく、写真や絵などの視覚的刺激を用いたものは、重度の知的障害 

を有する者や自閉傾向を有する者だけではなく、聴覚および言語障害者等のコミュニケーション 

障害者や他の障害者、ひいては健常者にとっても有効な作業指示書となろう。 

 さらに、M 社では実習を行うことになった店舗には「心身障害者店舗実習受け入れについて」 

という小冊子を従業員に配布し、その中には「障害者を理解するために」という項目まで設け、 

店舗全体が一丸となって障害者を受け入れていこうと努力している。これは、まさに環境の構造 

化の大きな一翼をなしている。 

 コミュニケーションに障害のある場面緘黙症者に対し、作業指導およびコミュニケーション指 

導を行った。コミュニケーション指導では身ぶりサインによるコミュニケーションスキルの獲得 
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を、作業指導には視覚的刺激を用いた指導を行った。その結果、コミュニケーションにおいて 

は、本人が理解できる範囲で基本的なコミュニケーションがとれるようになり、作業はほぼ問題 

なく理解できるようになった。しかしながら、あくまでも簡易な作業であり、コミュニケーショ 

ンスキルもパターン化された基本的なものに過ぎず、ミスをおかした場合に自ら説明するという 

ことができないままで終わってしまった。 

 職場実習の評価票にも記載されていたように、わからないときの質問や失敗したときの報告な 

どをどのように指導するかが今後考えていかねばならない課題として残された。 

 梅永（1995）は、音声言語を持たない場面緘黙者に対して非音声言語によるコミュニケーショ 

ンを指導し、また作業指示を理解させるために視覚的指示書により指導を行った。緘黙者や自閉 

症者は言語によるコミュニケーションを不得手とするため、このような指導は有効な手段となっ 

た。 

 本事例は職業評価の段階で知能検査を実施しており、その知能構造を分析することにより、対 

象ケースの得意とする分野を発見し、その能力を活かした指導手続きを考え、実施した。このよ 

うに、知的能力と職業能力との関連を考える際に、職業指導においてどのような指導をしたらよ 

いかという指導法を考慮する材料として知能検査の結果が有効となる。 

 与えられた仕事に対して、作業を行う際に何が問題となるかを明確にし、その問題を解決する 

ために対象者の得意とする部分を見つける。この得意部分を見つけるための評価の一つに知能検 

査が位置し、その知能検査により抽出された能力を活かした指導を行うことにより、この 2 事例 

は就労及び職場定着をしている。職種の選択をする上においても、知的能力を考慮して行わなけ 

ればならないが、ある程度遂行可能な職種において、知的な面での理解が困難な場合には、その 

代償手段を見つけることによって作業遂行が可能な場合がある。先に示した事例はハンバーガー 

ショップと紙器製造会社と職種は異なるが、知的な障害を有していても、そのハンディを補償す 

る他の知的能力を活用することにより就職が可能となった。よって、職業能力と関連する知的能 

力はどのような側面で補えるかなどを考えることによって効果のある職業指導ができるものと考 

える。 

（2） 言語によるコミュニケーションが困難な自閉症者に対する文字カード及びデイ・スケ 

ジュールを用いた例 

（ｲ） 事例の概要 

 対象者セイジ（仮名）は定時制高校 4 年に在学中の19 歳の自閉症男児で、知的障害を重複して 

おり、等級 A の療育手帳を所持している。言語によるコミュニケーションは困難であり、辛うじ 

て弱々しいエコラリアが生じる程度である。かんしゃくや自傷行動はないが、時折シャドウボク 

シングのようなチック運動が出現する。 

 家族構成は母親、兄及び本児の 3 人家族であり、セイジの高校卒業にあたり公共職業安定所で 

相談の結果、職業センターで職業評価の必要ありと言われ来所したものである。 
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職業評価の結果を以下に示す。 

 

 

ａ．知能検査 

 療育手帳によると知能の遅れは重度であるが、職業能力における知能構造を診断するた 

め、下位検査によるプロフィールの診断が可能な WAIS-R 知能検査を実施した。そのプロ 

フィールを図 5－2 に示した。 

 WAIS-R における言語性下位検査のすべてと、動作性においても 2 次的に言語能力を必要 

とする〈絵画完成〉〈絵画配列〉は全く得点できなかった。 

 しかしながら、動作性の〈積木模様〉と〈組合せ〉は高い評価点を示した。この 2 種類の 

下位検査は言語理解能力を必要とせずとも、視覚的な認知能力さえあれば遂行できる課題で 

あるため、作業指導における視覚刺激を用いた指導の可能性が窺われた。 

ｂ．視覚的認知能力検査 

 知能検査において視覚的認知能力が優れていたため、BGT（ベンダー・ゲシュタルト・ 

テスト）を実施したところ、全体的な図形の認知は問題なかったが、図Ⅰ、図Ⅱで必要以上 

のボツ点を描写し、固執傾向が認められた。 

ｃ．作業検査 

 作業検査としては、モデリングによりボールペン作業を指導し、分解作業を 20 分、組立作 

業を 30 分行った（図 5－3）。作業に関しては容易に理解し、キャップ忘れやネジミスも生 

じなかった。また、作業態度においては作業中軽いチックは見られたものの、転導性はな 

く、分解・組立とも作業量は時間とともに増加した。 

しかしながら、知的障害者の就労ラインと言われる 70%ラインをクリアすることはできな 

かった。 

ｄ．その他 

 文字の読み書きに関しては、簡単な漢字を含む文章は読むことができ（しかし音声にはな 

らない）、住所・氏名などは漢字にて書記可能であった。また、家庭で毎日紙遊びをしてい 

るため、ハサミも器用に使用することができた。時計は針時計・デジタルとも分単位まで理 

解できた。 

 さらに、親から聴取した社会生活能力調査票においては表 5－6 に示すような結果とな 

り、〈意思の表示と交換能力〉の低さが目立った。 

 

 以上の職業評価の結果、現段階での即就労は困難と考えられたため、職業前訓練を実施するこ 

とにし、その中で指導を行い最終的な就労を目指すこととした。 

 セイジの職業前訓練では、職業準備訓練および職域開発援助事業を行うこととし、指導法に関 
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図 5－2 セイジの WAIS-R 知能検査プロフィール 

 

 

しては TEACCH プログラムにおいて使用されているスケジュールの構造化としての視覚的スケ 

ジュールによる職業指導およびコミュニケーションスキルとしての文字カードの使用を実施し 
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図 5－3セイジのボールペン作業量 

 

表 5－6セイジの社会生活能力調査票 

 

 

た。アメリカのノースカロライナ州では、TEACCH プログラムによって、全自閉症者の 7 割～ 

8 割がなんらかのかたちで就労しているという。細かな訓練手続きに関しては訓練ごとに述べ 

る。 

 この TEACCH プログラムでは自閉症者に対し、1 日の予定が視覚的に理解できるようなデイ 

・スケジュールをたてたり、作業場やプレイルームなどを物理的に構造化することによって、自 

閉症者を安定した状態に導き、自閉症者にとってわかりやすい指導をすることによって職業的自 

立を援助している。 

 よって、本事例研究では、重度の知的障害を有する自閉症者の職業指導に、TEACCH プログ 

ラムで用いられている視覚的なデイ・スケジュールとコミュニケーションスキルとしての文字 

カードを取り入れることによって、職場における社会的スキルの確立をめざすことを目的とし 

た。 

（ﾛ） 職業準備訓練における職業指導 

 職業準備訓練は3ケ月間実施したが、最初の一週間での問題行動を確認したところ、「作業中 

に黙って持ち場を離れる」、「朝の始業時間に作業場に入ることができない」等の問題を呈した。 

よって、まず朝の始業時間に間に合うことを目標行動とし、TEACCH プログラムにおけるスケ 

ジュールの構造化の中から、視覚的刺激を用いたスケジュールを作成し、始業時間内に一人で作 
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業場に入れる指導を行った。 

（ﾊ） 経過 

 セイジは遅刻をすることはなく、時間前に訓練センターに到着していたが、ロッカーで着替え 

を行った後、いつ作業場入ればよいのかわからないといった状況であった。 

 よって、職業アセスメントの結果、言語によるコミュニケーションは困難であるが、視覚によ 

る認知は高く、書かれた文字は読むことができ、針時計の形も認識できることが認められたた 

め、セイジのロッカーの前に図 5－4 に示すような、始業時間を示した大きな時計の絵を張り、 

絵に示される時間になったら作業場へ入るよう指導した。 

 その結果、図 5－5 に示すように 100%の状態で始業時間を厳守することができるようになっ 

た。 

 職業評価の一部として WAIS-R 知能検査を実施したが、WAIS-R では言語性知能は測定でき 

 

図 5－4 始業開始時間を示した時計の絵 

 

図 5－5 始業時間に間に合った割合（週単位） 

（介入 1は他の訓練生に連れられて作業場に入ったもの、介入 2は時計の絵による指導） 
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ず、動作性知能の〈積木模様〉〈組合せ〉のみに得点を示した。、〈積木模様〉〈組合せ〉ともに言 

語理解能力を必要とせずとも、その主旨さえ理解できれば遂行できる課題であり、視覚的認知能 

力を必要とする。 

 よって、セイジはコミュニケーションスキルとして言葉の理解は困難でも絵や写真などの JIG 

を使用すれば理解できると考え、朝の始業時間に間に合うようになるためには、言葉による指導 

ではなく、時計の文字盤を描いた絵による指示を行った。その結果、始業開始に遅れることは皆 

無となった。よって、本児に対する指導としては極めて有効な手法であったものと考える。 

（ﾆ） 職域開発援助事業による指導 

 職域開発援助事業（以下援助事業とする）とは1986 年にアメリカにおけるリハビリテーション 

法で制定された Supported Employment をモデルとして導入された労働省の新規事業であり、そ 

の目的は「従来の雇用促進・援護措置において十分な対応ができなかった職業的な重度障害者を 

対象に、民間事業所を職業リハビリテーション措置の場として活用し、障害の種類と特性に応じ 

た職業生活全般にわたる指導・援助を行うことで、長期的な視点に立った職業能力全般の向上を 

図り、もって障害者の就職する職域の拡大、雇用の促進に資することとする」（日本障害者雇用 

促進協会、1994）となっている。 

 すなわち、先に述べた準備訓練があくまでも訓練機関の中で行われていたのに対し、民間事業 

所を利用して行われている準備訓練と考えられる。 

 この援助事業では、セイジの能力から作業可能と考えられる紙器製造会社を選択し、3ケ月間 

の訓練を行った。準備訓練全体を通してのアセスメントは表 5－7 に示される指導結果票のよう 

な状況となった。就職上、支障となるという評価点 C を示したところが何箇所か見られるが、職 

業遂行上問題行動として認められた「朝の出勤時間の問題」、そして「無断で席を外す」という 

課題に対して、援助事業ではあらかじめ視覚的に理解可能なデイ・スケジュールを設定し、コ 

ミュニケーションスキルとして文字カードを使用することとした。 

 デイ・スケジュールでは図 5－6 に示すような始業時間の 8：30 に時計の文字盤を合わせたス 

ケジュール表を作成し、作業場内の最も目に付くところに設置した。しかし、このスケジュール 

表では 8：30 ちょうどにならないと作業場へ入らない状態であったため、工場長から作業開始の 

10 分ほど前に作業場に入るよう要請があり、文字盤を 8：20 に調整した。 

 また、作業中黙って作業場を離れるという行動に対しては、基本的にトイレに行く際と仕事が 

終わって帰る際に限られていたため、朝の挨拶と併せて図 5－7 に示すようなコミュニケーショ 

ンカードを使用した。 

 その結果、最初は文字カードを提示させながら声も出すように指導していたが、徐々に小さい 

声ながらも言葉も表出するようになり、カードの必要性も減じてきた。 

 出勤時間は時計の絵が描かれたデイ・スケジュールでほぼ問題なく時間通りに作業場に入るこ 

とができるようになったことは、本児の視覚による理解の高さを利用できたものと考える。ま 
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表 5－7 セイジの職業準備訓練指導結果票 
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図 5－6 デイ・スケジュール表 

 

図 5－7 コミュニケーションカード 



－  － 81

た、このデイ・スケジュール表によって発達遅滞を伴う他の従業員たちも同じような行動をとる 

ようになり派生効果が認められ、事業主に喜ばれる非常に有効な手法となった。 

 職業準備訓練、職域開発援助事業を通して TEACCH プログラムにおけるデイ・スケジュール 

及びコミュニケーションスキルとして文字カードを使用することにより職業指導を行ったが、セ 

イジの場合は無理に言語による指導は行なわず、絵や文字カードを取り入れる指導を行って職 

場における問題行動の改善が見られた。 

 よって、職業リハビリテーションの流れの中で、まず最初に職業アセスメントを行い、職業遂 

行上の問題点を明確に把握することが必要である。そして、その障害特性に応じた指導法を検討 

し、遂行していくことが重要であるものと考える。 

（ﾎ） 社会的スキルの指導 

 作業スキルと社会的スキルはそのまま直接的な関係は少ないが、職業指導全般を考えると社会 

的スキルの占めるウェイトは大きい。とりわけ、就労後の職場における対人関係が確立されてい 

ないと、職場定着が困難になることが多い。 

 結果的に作業遂行量が多くでも、対人行動等の社会的スキルが確立されていないと就労は困難 

である。しかしながら、自閉症者に対する社会的スキルの指導は極めて難しいと言わねばならな 

い。自閉症と診断される基準の一つが対人行動の障害であるからである（DSM-IV、1994）。自 

閉症者に対人行動の指導を行うということは、車椅子の障害者に歩行訓練を行うようなものと 

いっても過言ではない。 

 よって、社会的スキルの指導に関しては、自閉症本人のみの指導だけでは限度があるため、就 

職先の事業所などに自閉症という障害を理解してもらうことも必要となる。その上で、不適切と 

いわれる行動が生じた場合、その行動に変わる別の行動を教える、いわゆる他行動分化強化のよ 

うな指導を行うことも必要となろう。 

（ﾍ） 職場適応指導 

 職業指導という概念は健常者の場合、進路指導における情報提供といった意味合いが強いが、 

知的障害者の場合は就労前の訓練や就労後の適応指導なども大きなウェイトを占める。 

 Supported Employment が「訓練して送りだそう」という発想から「送りだしたところで訓練 

しよう」という発想に変わったのは、知的障害者や自閉症者が学習した課題に対し般化ができな 

かったからである。と考えると、就労における職場適応指導は、Supported Employment そのも 

のであり、職業リハビリテーションサービスにおいて大きな役割を果たすものと考える。 

 そのためには、ジョブコーチの役割を果たす人たちは職場開拓の段階で職場で必要とされる能 

力の評価、そして対象とする障害者の職種とのマッチングの評価、そしてそのために必要な方策 

は何かなど検討する能力が必要となる。 

 職場適応指導は、そのような意味で職業評価、そして職業前の訓練を踏まえた具体的、実践的 

指導となるものである。 
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 自閉症者にとっては、就労における最も大切な就労援助サービスが職場適応指導となるのでは 

なかろうか。 
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第 6 章 自閉症者の職業リハビリテーションの 

    確立へ向けて 
 

1 地域に根づいた職業リハビリテーションサービスの展開 

（1） はじめに 

 自閉症者の職業的自立を図る際に、様々な職業リハビリテーションサービスが考えられるが、 

職業リハビリテーションの措置として、佐藤（1988）は次のような措置が該当すると述べている。 

すなわち、①職業リハビリテーションの対象となる障害者の把握を含むこれらの障害者に関する 

情報の収集、②職業評価、③職業指導、④職業準備訓練、適応訓練、⑤職業訓練、⑥職業紹介、 

⑦就職後の障害者に対する職場適応、職場定着等に係る助言及び指導、⑧事業主に対する職場適 

応、職場定着等に係る指導である。 

 これらの措置は障害者の職業的自立を図る際にいずれも重要な職業リハビリテーションサービ 

スである。しかしながら、従来それらのサービスを行う際に障害者個人にその対象が置かれがち 

であった。職業リハビリテーションサービスが障害者を取り囲む環境との相互作用の中に存在す 

ることは当然のことであるが、個々の例によって差があり、詳しく吟味されることは見過ごされ 

がちであった。例えば、職業評価を行う際に、障害者個人の職業適性、あるいは職業能力のみに 

焦点を当てることが多く、その障害者が居住する地域にどのような社会資源が存在するかなどの 

環境的側面を考慮に入れることは少なかった。職業評価とは、「障害者の身体的、精神的、職業 

的能力や可能性についての明確な描写を得ること」（佐藤、1988）となっているが、この中での 

職業的能力や可能性とは、障害者個人と環境との相互作用（interaction）の中で考えていかねば 

ならないものといえよう。 

（2） Community Based の職業評価 

 現在実施されている障害者に対する職業評価は、たとえ障害の種類が異なっていても健常者向 

けに製作されている労働省編一般職業適性検査（GATB）を使用したり、あるいは障害者向けに 

作られたとしても、定型化された等でその職業能力を評価することが多い。そして、それらの検 

査において、作業理解が口頭で可能か、例示や介助が必要か、また持続性や集中力云々という評 

価が行われてきた。障害者は障害の種類によっても異なるし、同じ障害者どうしでも生活環境 

や、教育環境、興味等で様々なばらつきがあるのは健常者と同様である。従来の職業評価では 

「職業評価が先にありき」で、それに障害者を当てはめ評価を行っていたにすぎない。とりわけ、 

そのモデルは製造業的単純作業検査が中心であり、求人のニーズの多い OA 関係の職種やリネン 

・クリーニング関係の職業評価を実施してきていない。東京を例にあげると、新宿・渋谷・池袋 

等の公共職業安定所では事務や専門・技術の求人が多く、製造業的求人は決して多いとはいい難 
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い状況になってきているのである（佐藤、1988）。また、実際には職場固有の物理的・社会的環 

境の中で仕事を遂行しなければならないのに、施設内という特別な環境の中で実施される職業評 

価とそれに基づく職業訓練がどの程度現実場面に有効なのかを具体的に検証せずに実施されてい 

ることが多い。 

 Community Based の職業評価とは、まずその対象自閉症者が居住する（あるいは居住可能な） 

地域（グループホームや通勤寮等を含む）において、通勤可能な事業所があるかどうか、あると 

すればどのような職種の事業所なのかが求められ、そして事業所までの通勤手段などの検討を含 

む環境アセスメントを行うこともその一つとなる。いくら、職業能力が高くても通勤可能な範囲 

に全く事業所がなければ、その時点で就労は困難となる。 

 そして、通勤範囲に自閉症者雇用に理解のあるいくつかの事業所が見いだせた場合は、本人の 

希望を考慮に入れ、問題がなければその事業所における職務分析を行い、本人の能力とのマッチ 

ングを行う。この際、できうれば事業所側の自閉症者に対する理解はどのようなレベルであるか 

の情報を収集する必要がある。このことは、自閉症者の能力を事業所（職業）の側の要求にマッ 

チングさせるといった発想ではない。自閉症者の「職業」あるいは「生活」能力を客観的に評価 

した上で、その能力を発揮しうるような条件を社会の中に実現していく努力の具体的目標を設定 

するため職業評価が必要なのである。 

（3） 職業前訓練、職業訓練 

 職業前訓練や職業訓練においても同様である。職業評価の結果、受け入れ可能な事業所が存在 

する場合、その事業所の職務に応じた職業（前）訓練が必要となる。 

 これらの訓練において、対象自閉症者が居住する地域に全く関係のない作業訓練を行っても現 

実性に欠ける。刎田（1992）は、地域障害者職業センターで実施されている職業準備訓練で身に 

つけた訓練成果が、必ずしも実際の職業生活、社会生活で維持されていないため、訓練成果の社 

会的妥当性を評価することを主張している。社会的妥当性を検証するということは、例えば準備 

訓練をとりあげれば、対象自閉症者が居住する地域で実際に必要な訓練内容かどうかということ 

を確かめることである。準備訓練は、そもそも基本的労働習慣の確立を目的としており、そのた 

め必ずしも準備訓練で行われているボールペン分解・組立作業やワッシャーの袋詰め等の製造業 

的ワークサンプルは、実際に就職する地域の事業所の職務との一致を目指してはいなかった。し 

かしながら、知的障害者や自閉症者は般化が困難な障害であるため、作業内容が異なることに 

よって、身についた職業習慣にも戸惑いを示してしまう。そういった視点から、近年知的障害者 

の就労事業所としてクリーニング業やリネンサプライ業などの増加に伴い、山梨や新潟の職業セ 

ンターでは、準備訓練の訓練課目にそれらを導入しはじめている。これらは、知的障害者や自閉 

症者の特性を踏まえた、まさに社会的妥当性のある時代に応じた準備訓練といえよう。 

（4） Community Based Supported Employment 

 アメリカの Supported Employment をモデルとして、地域障害者職業センターで実施されてい 
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る事業に「職域開発援助事業」というものがある。これは、1 ヶ月から 4 ヶ月という短期間にお 

いて、障害者職業カウンセラーの指導のもと、生活面での指導を生活支援パートナーが、そして 

職場における作業指導を技術支援パートナーが行うことによって、障害者の職業能力の向上を図 

ることを目的にしているものである。また、東京の練馬区で実施されているレインボーワークで 

も、就職した障害者の職業指導を行っており、職務内容は「企業に就職した障害者がスムーズに 

職場環境に慣れ、仕事ができるようにするため相談・指導、実務訓練および生活指導等を行う」 

となっている（練馬区障害者就労促進協会、1992）。 

 これらは、前訓練あるいは雇用という形態こそ異なれ、職業指導を行っていることには変わり 

はない。これまでの職業指導や訓練の発想が、「障害者を専門の訓練所で訓練してから就労させ 

る」というものであったのに対し、「障害者を現実の職場において訓練していく」という発想に 

変わりつつあるのは、具体的、現実的で、これこそ Community Based の職業指導といえよう。 

しかしながら、障害者の職業指導を担当している専門家と呼ばれる人たちの中には、確かに障害 

者業務の経験を積んではいるが、職業指導を専門的に行った経験のある者は少なく、逆に職業指 

導の経験はあるが障害者の特性や心理に詳しい者も少ない現状である。例えば自閉症者が職場や 

訓練室内でパニックを起こしても、その原因を確かめ改善していこうとはせず、精神論で指導し 

ようとする者もいる。アメリカでの Supported Employment では大学院で応用行動分析をマス 

ターしたジョブコーチもいる（Wehman, Moon; 1988）。基本的な知識の獲得は指導者側に最低 

限必要なものと考える。 

（5） SST（ソーシャル・スキル・トレーニング） 

 SST というと、精神障害者の対人技能の訓練とのイメージが強いが、SST は何も精神障害者の 

対人技能の訓練だけではない。SST すなわち、Social Skills Training におけるソーシャルスキル 

とは生活技能あるいは社会技能といわれるものであり、障害者が地域で生活していくための技能 

訓練と考えると、知能障害者や他の障害者への応用も当然可能である（佐藤・佐藤・高山、1986、 

1993；高山、1991）。 

 また、その SST が必要とされるのは職場内のみではなく、仕事が終わってからの余暇の時間な 

ども含めたトータルケアとして必要とされる。そして、その余暇活動は職場以外で行われること 

が多いため、家族の果たす役割が重要な位置を占めてくる。 

（ｲ） 余暇指導 

 余暇というのは、わが国では余った時間という概念であるが、米国を中心とする西洋では仕事 

と同様に余暇の評価が高い。 

 わが国では、残業をしてでも仕事をするということは、勤勉な人と思われ、敬意を表されがち 

であるが、米国では定まった時間内に仕事がこなせなかった者、すなわち能力がない者と考えら 

れる。余暇活動があるから仕事をするという意識を培うことは、就労意欲の増加につながる。こ 

の余暇の使い方についても、自閉症者によっては職業指導の一環として指導することも必要とな 
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る。 

 一般的には、知能障害者や自閉症者等は自ら自発的に余暇活動を選択することが困難である場 

合が多い。よって、障害者青年学級や公共施設の活用の方法を指導していくことによって、数あ 

る余暇活動の中から自分の最も興味があるものを選択させていくというような指導が必要とな 

る。ある作業所に入所していた知能障害者が就労したところ、現実の就労というのは厳しく、そ 

してまたむなしいため、楽しかった作業所に戻りたいために退職したという例が生じる。これ 

は、働いて得たお金によって、自分の好きなことができるという意識が備わっていれば、すなわ 

ち仕事を終えた後の余暇活動が獲得されていれば未然に防げるものであろう。 

 1 日のうちで仕事を終えて行う余暇活動、1 週間の中で週末を中心に行う余暇活動などのいず 

れにおいても青年学級やスポーツ施設、趣味の要求充足の場所は地域と密接なつながりを持つも 

のである。よって、これらの余暇活動においても Community Based という認識が必要となる。 

（ﾛ） 家族の役割 

 職場の人間関係や余暇活動など、様々な社会的関係の中で、家族の占める役割は大きい。志賀 

（1983）によると、アメリカでは知能障害児者や自閉症児者の行動変容を図る際に、週に数日、 

数時間の指導プログラムだけでは不十分なため、親に対し行動変容のトレーニングを行っている 

地域もある。Schopler & Mesibov（1984）は、障害児者のトータルケアにおいて、精神科医・ 

小児科医・臨床心理士・言語療法士・教師・MSW、そして親を含めてすべて共同治療者として 

協力していく必要があることを主張している。 

 例えば、買い物活動や乗り物の使用の仕方などは、自宅を中心としたエリアが活動の基準とな 

るため、SST を考える際家族が最も有効な指導者となりえる。 

（6） 関係諸機関との連携 

 Community Based の職業リハビリテーションを考えると、その障害者が居住する地域におけ 

る関係機関との連携は極めて重要な課題である。必要となる関係機関はその障害の種類により異 

なるが、基本的には、①特殊教育諸学校、②公共職業安定所、③身体障害者、精神薄弱者更生相 

談所、④福祉事務所、⑤障害者職業センター、⑥障害者職業能力開発校、⑦精神保健センター・ 

保健所などの関係機関が地域に根付いた職業リハビリテーションに必要な機関と考えられる（日 

本障害者雇用促進協会、1994）。 

 これらの関係機関をスムースに利用するためには、キーパーソンの存在が大きい。しかしなが 

ら、キーパーソンをどこの機関の誰がやるかについては、明確なものは見いだせない。よって、 

対象自閉症者の発達段階や治療経過に従い、個別の移行プログラムが必要となる。これは、ITP 

（Individualized Transition Program）という形で、アメリカのノースカロライナ州などでは実 

施されている（Schopler & Mesibov, 1984）。この個別移行プログラムに基づいた指導を行うこ 

とにより、どのような時期に、どこの機関のキーパーソンが必要かが明確になり、複数の機関が 

無意味に同じ様な指導を行うということは回避できる。 
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（7） 環境の充実 

 Community Based の職業リハビリテーションの実現のためには、自閉症者が居住する環境の 

整備も重要な課題の一つである。例えば、養護学校高等部における職業教育の充実、養護学校高 

等部卒業後の職業関連専攻科の設置、施設や作業所における IVRP（Individualized Vocational 

Rehabilitation Program）の導入、自閉症者の職業訓練校の設置、さらには自閉症者の職域拡大 

のための行政指導、そしてジョブコーチ等の専門家の養成が必要となる。そして、職場環境の改 

善においては、従来の車椅子の人のためのスロープのようなハード面だけではなく、ソフト面で 

も検討していかなければならない。具体的には、職業カウンセラーやジョブコーチ等の職業リハ 

ビリテーションの専門家は、事業主や人事担当者だけではなく自閉症者と一緒に働く他の従業員 

に対しても障害そのものの理解、自閉症者とともに働くための意識の改善などを指導・促進して 

いく必要があろう。 

 あるハンバーガーショップでは、作業手順を障害者にわかりやすいように視覚化し、また職場 

の上司・同僚に対し障害者の対応の仕方などの冊子を作り、職場全体で障害者雇用に取り組もう 

という姿勢が見られる（梅永、1995）。このように、直接障害者と接触する職場の同僚の人たち 

の障害者に対する認識が深まっていくことは、環境の充実として最も重要なことの一つと考え 

る。 

（8） 実践研究の必要性 

 自閉症者の能力や個性は様々である。よって、自閉症者の職業リハビリテーションを考える際 

に、どの自閉症者にも当てはまるような職業リハビリテーション計画を立てることは困難であ 

る。よって、個人個人に応じた職業リハビリテーション計画をたてなければならない。 

 その個々の事例を検討する際に、職業リハビリテーションにかかわる者は研究意識を持ち、自 

分の考えや成功した手法を第三者に伝えていくことも必要なことである。わが国では、臨床家と 

研究者が明確に分かれているが、臨床家こそ研究意識を持つことが望まれる。臨床的研究家と言 

われる者はきちんとした計画を立て、その研究成果が他の職業リハビリテーション従事者に応用 

できるようなものが必要である。そのための手法の一つとして、シングルケース・スタディとい 

うものがある（Barlow & Hersen, 1984；小林、1997）。 

 シングルケース・スタディでは、対象者の現段階での就労上の問題点を明らかにし、どこをど 

のようにすれば、対象者の職業的自立に向けて有効な手法となるのかを明確にしていく研究手法 

である。Community Based の職業リハビリテーションにおける対象障害者は、障害種別、職業 

能力、環境など個々に異なる問題を所有しており、対象事業所もまたそれぞれの課題を抱えてい 

る。よって、障害者全体が同じ様な課題に直面しているわけでない。そのような問題を解決して 

いくためには、対象者と環境との関わりの中で生じてくる問題を解決する手法が必要となる。シ 

ングルケース・スタディはそのような研究における最も適した研究手法である。 

 このシングルケース・スタディを含めた実践的研究によって、Community Based の職業リハ 



－  － 88

ビリテーションの研究成果が現場にフィードバックされていくことになれば、より臨床現場の活 

性化が望めるものと思う。 

2 職業リハビリテーションにおける個別評価と個別指導の意義 

 現在、アメリカで障害児の教育に導入されているプログラムに IEP（Individualized Education 

Program；個別教育プログラム）というものがある（小鴨、1989）。 

 これは、1975 年に米国で制定された全障害児教育法（P.L. 94-142）により、教育目標、行動目 

標の明記、教育計画への両親の参加が正式なものになり、IEP が大きく発展することになった。 

 そして、この IEP では、 

 イ．開始時における障害児の教育水準 

 ロ．当該年度における目標、および短期の指導目標 

 ハ．障害児が受ける特殊教育あるいはそれに関連する特別援助を明記し、普通教育のプログラ 

  ムヘの参加の程度 

 ニ．援助の開始予定と予想される期間 

 ホ．短期目標の達成に関しては、向こう一年間の適切な目標、評価手続き、指導計画の 5 つの 

  項目を明確にしなければならない（小鴨、1989）。 

 この IEP の中心となっている考え方は、障害児者の能力はすべて個別であるということであ 

る。その障害児者の教育や指導に対して‶ボトムアップ″と‶トップダウン″という考え方があ 

る（梅永、1995）。ボトムアップでは「微細運動」「手と目の協応」の指導結果から「歯磨き粉を 

付ける」行動に反映され、さらに「模倣」「認知・弁別」の課題などから別の行動の変化も見ら 

れるようになる。養護・訓練や各教科教育などもボトムアップである。逆に、トップダウンで 

は、対象の障害児者に注目し「個別配慮」し、生活の様式に注目する「ライフスタイル」を尊重 

する。そして、トップダウンでは領域分けから整理する。例えば、「家庭」「学校」「戸外」の 3 

つに分け、次に下位領域を作成する。家庭の下位領域は、「平日の朝」「学校から帰宅後の自由時 

間」「夕食の前後の時間」「就寝までの時間」「休日」などにおける過ごし方。さらに、「平日の朝」 

では「起床」「トイレへ行く」「洗顔」「着替え」「食事」「歯磨き」「登校の準備」「登校」などに 

分割。さらに、行動単位まで分割課題分析を行うと、例えば「歯磨き」については、「洗面所へ 

行く」「自分の歯ブラシをとる」「歯磨き粉を付ける」などとなる。 

 ボトムアップに比べ、このトップダウンの方が、プログラムを進めていく間、容易に「対象障 

害児者の生活様式」に立ち返って評価でき、専門的で難解な概念を使用しなくてもプログラムを 

作成・検討できる。 

 以上のような考え方がすべて青年期・成人期に達した自閉症者の就労プログラムに使用するこ 

とはできないまでも、個別評価、個別指導という意味において、かなりの応用が可能ではなかろ 

うか。例えば、短期目標が長期目標につながるものでなければならないし、データをよく検討 
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し、職業能力の向上を常に心がけ、十分なスキルの充実を目指さなければならないなどはそのま 

ま導入できる。 

 よって、長期的（あるいは短期でも可）職業トレーニングを行う場合には、個別職業プログラ 

ムを個別に、そして明確に立案し、客観的な立場に立った指導が必要と考える。 

 これを、IEP にならい IVRP（Individualized Vocational Rehabilitation Program）すなわち、「個 

別職業プログラム」というかたちで提唱したい。 

 これは、地域障害者職業センターで行われている職業準備訓練や障害者職業能力開発校で実施 

されている職業訓練だけではなく、授産施設や作業所、養護学校高等部、ひいては今後期待され 

る雇用支援センターなどで、具体的に就労という目標を達成しようとする場合に有効なものと考 

える。 

3 青年期以降の発達課題と職業評価、職業指導の新しい展開 

 青年期以降の自閉症者に必要とされるものは、以下に示す様な課題が考えられる。 

 ａ．ソーシャル・スキルの確立 

 ｂ．機能的コミュニケーション技能の獲得 

 ｃ．余暇を含めたライフサイクルの確立 

 ｄ．地域に根付いた活動の確立 

 青年期に達した自閉症者に対人技能や言語発達を要求するには限界があるが、過去に経験がな 

くとも指導により身につけられうるスキルは存在する。例えば、コミュニケーションスキルにし 

ても言語による指導ではなく、その場に必要なコミュニケーションとして文字カードや絵カード 

などで相手に自分の意志を伝えることができればいいわけであり、そのような機能的なコミュニ 

ケーションスキルは指導することができる（Schopler, 1983）。 

 また、余暇については従来わが国ではあまり指導されてこなかったが、就労によって賃金を 

得、その賃金を余暇活動に消費することによって就労に対する動機付けになることも考えられ 

る。自閉症といえども青年期に達した者には、青年期なりの社会的活動を身につけるべきであ 

る。そのような課題は指導により発達しうるものと考える（志賀、1995）。 

 これからの職業評価、職業指導においては狭い意味での作業評価、作業指導に限定することな 

く、青年期に達した自閉症者が家庭、職場、そして地域で生活していく上で全般的に必要となる 

活動も職業評価、職業指導と密接な関連を持つ。例えば、職場における休憩時間に、何をやった 

らいいかわからないために常同行動を生じ、同僚との人間関係を悪くする場合が考えられる。そ 

のような場合には、休憩時間の過ごし方等も広い意味での職業指導に入る。また、職場でのトイ 

レの使用にしても、女子職員とのトラブルが発生した事例もあり、そのようなトイレの使い方等 

も職業指導の一つである。 

 以上、職業指導とそのもととなる職業評価の範疇が作業指導、作業評価よりも社会生活能力の 
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指導、評価がこれからの自閉症者に必要とされるのではないかと考える。 

4 自閉症者の職業リハビリテーションの課題 

（1） 自閉症者の対人行動に関する学習 

 自閉症という障害の診断基準はコミュニケーションの障害、対人行動の障害、およびこだわり 

等であり（DSM-IV、1994）、とりわけ職業リハビリテーションサービスを実施する上で最も問 

題となるのは対人行動であろう。 

 この対人行動のトレーニングに Liberman（1989）らは Social Skills Training により、精神障害 

者の対人行動のスキル獲得をめざし、成果を収めているが、自閉症者には有効であるという研究 

報告はない。よって、職場における対人関係の指導をどのように学習させるかが課題の一つであ 

るとしている。 

（2） 自閉症者の就労に対する意識づくり 

 自閉症者は自分の感情を言葉で表すのが不得手であり、仕事に対する興味や関心をうまく表せ 

ない。また、仕事に対する意欲も第三者から見ると感じられず、仕事そのものに対する意識が理 

解できない。 

 就労とは、仕事に対し賃金を得ることであり、自閉症者で賃金を得るために働くという意識を 

持っている者も少ない。このような就労に対する意識をどのように持たせるかということも重要 

な課題である。 

（3） 自閉症という障害に対する企業の誤解 

 事業所調査の報告にみられるように、いまだ企業は正しい自閉症像を理解しておらず、誤った 

自閉症像を持っている。このように、誤解したまま自閉症者を雇用すると、問題行動が発生した 

場合に誤った対処法を行い、かえって適応できなくなってしまう場合などが考えられる。雇用す 

る側の自閉症に対する誤解も自閉症者の就労における大きな課題である。 
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日障総合発第 322 号 

平成 8 年 10 月 25 日 

人事担当者 各位 

 

日本障害者雇用促進協会 

障害者職業総合センター 

研究主幹 

 

障害者の就労上の問題に関する 

アンケートヘのご協力のお願い 

 

 貴社ますますご隆盛のこととお慶び申し上げます。 

 当協会は「障害者の雇用の促進等に関する法律」第40条に基づいて運営されている労働大臣の 

認可法人で、当センターでは、障害者の雇用及び職業リハビリテーションに関する調査・研究等 

の業務を行っております。 

 障害者の雇用につきましては徐々に進んできておりますが、その中にあって、精神薄弱者の雇 

用につきましてはもう一段の対策強化が必要とされております。これに関連して、相談窓口であ 

ります公共職業安定所及び地域障害者職業センターでは、精神薄弱と重複する、あるいは単独問 

題としての、自閉症または自閉的傾向をもつ人の相談が増加してきており、このような人々の就 

労上の問題への対応策について検討する必要性が高まってきております。 

 そこで、障害者雇用の経験のある事業主の方々から、精神薄弱者や自閉症者の就労上の問題点 

についてご意見を伺い、今後の対応策検討の基礎資料とさせていただくことを計画しました。 

 ご多忙中誠におそれいりますが、ご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 回答は別紙のアンケート用紙へご記入のうえ12月31日までに返信用封筒にてご返送下さい。な 

お、調査に関するご質問等がございましたら、下記担当者あてご連絡下さい。 

 

 

担当者：梅永雄二 TEL043-297-9033 

〒261 千葉市美浜区若葉 3-1-3 

障害者職業総合センター 評価・相談研究室 
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              障害者の就労上の問題点に関する 

              アンケート調査票 

 

１．事業所名（                         ） 

２．所 在 地（                         ） 

      電話（  ）－（  ）－（  ） FAX（  ）－（  ）－（  ） 

３．記入者名（           役職：           ） 

４．業 種 名（                         ） 

５．従業員数（当該事業所の正社員数） 

 （１．30 人未満 ２．30～99 人 ３．100～499 人 ４．500～999 人 ５．1000 人以上） 

６．障害者雇用の経験についてお伺いします。該当するものに○をお付け下さい。 

  両方ある場合には 2 つに○印をお付け下さい。 

 (1)  精神薄弱者の雇用経験あり（ ） 

 (2)  精神薄弱者以外の障害者の雇用経験あり（ ） 

７．精神薄弱者の雇用経験がある場合主な従事職種または職務をお書き下さい。 

  （いくつでも結構です） 

 （                                     ） 

８．精神薄弱者の雇用の促進には、個人個人の長所を活かし、問題点があれば改善を図ることや 

 受け入れ体制の整備をすることが大切です。以下の項目はいろいろな障害者の雇用問題を考え 

 る際に、問題点とされたり、危惧されたりするような事柄の例ですが、精神薄弱者の場合に、 

 これらの事柄について次の 2 点をお伺いします。 

 ① 精神薄弱者の場合に該当すると思うときは、yes、該当しないと思うときは no に○印をつ 

  けて下さい。（精神薄弱者の雇用経験のない場合は印象でお答下さい） 

 ② 該当する場合、就労上問題となるかどうか、問題となるとしたらどの程度かを 5 段階に分 

  けたとき、どの段階に該当するかの数字に○を付けて下さい。 
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９．その他、精神薄弱者を雇用される際に問題とされることがあるとしたらどんなことでしょう 

 か。 

具体的にお書き下さい。 

 

10．以下では自閉症という障害についてお尋ねいたします。該当の箇所に○をおつけ下さい。 

 １）自閉症という障害をご存知ですか? 

    ａ．知っている  ｂ．知らない  ｃ．聞いたことはあるが詳しくは知らない 

 ２）自閉症の方を雇用されていますか 

    ａ．雇用している  ｂ．雇用していない  ｃ．雇用したことがある 

 ３）自閉症者は多様な特徴を持つといわれていますが、自閉症者に対してどのようなイメージ 

  をお持ちですか。該当すると思われる箇所に○をおつけ下さい。○はいくつつけても構いま 

  せん。 

  ａ．一度仕事を覚えてしまうと、ほとんどミスなく行うことできる 

  ｂ．ほとんどしゃべらず、特定の人とだけしゃべる 

  ｃ．ときおりかんしゃくを起こす 

  ｄ．ぶつぶつと独り言が多い 

  ｅ．ものごとにこだわりが多く、仕事の内容が変わったり残業をするのを嫌がる 

  ｆ．いつも人と接触せず、一人でいるのが好きである 

  ｇ．絵画や機械操作など特定のことに能力を発揮する場合がある 

  ｈ．片隅で落ち込んでいる 

  ｉ．特定のことに記憶力がいい 

  ｊ．情緒障害であるので、愛情や接触のしかたによって治る 

  ｋ．登校拒否、登社拒否をしゃすい 

  ｌ．意味不明の笑いや、手・首等を動かす妙な癖がある 

  ｍ．ほとんどの自閉症者は精神薄弱を重複している 

  ｎ．精神障害である 

  ｏ．人の作業量を気にする 

  ｐ．いつもきちんとしていなければ気がすまない 

  ｑ．その他 具体的に（                        ） 

 ４）自閉症の方を雇用する際に精神薄弱者と異なる問題があるとお考えですか 

    ある       あるとすればどんなことでしょうか？ 

 

    ない 

以上です。有り難うございました。 



－  － 111

「自閉症者の職業上の諸問題に関する研究」より 

 

 

事業主のための 

自 閉 症 者 雇 用 ガ イ ド  
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 《自閉症者は誤解されています》 

 

 1．自閉症の人はしゃべらない？ 

 よくテレビなどで、何か精神的なショックによってしゃべらなくなる子が自閉症と言われて出 

てくることがありますが、一般的に人を意識してしゃべらない子は「緘黙児」といって、自閉症 

ではありません。自閉症の人の中には全くしゃべれない人もいますが、逆にテレビのコマーシャ 

ルや駅の案内放送などを暗記してしゃべり続ける人たちもいます。 

 2．自閉症は人を避ける？ 

 ダウン症というひとなつっこい知的障害児がいます。それとは逆に緘黙児や登校拒否をする子 

たちは、人と接触するのを嫌がります。しかしながら、多くの自閉症児は意識的に人と接触しよ 

うという気持ちは少ないのですが、また人を避けようとする気持ちも持っていません。下図に示 

すように、人間関係に関しては自分の世界に入っている状態と考えられます。 

 ですから、マイペースだとか頑固だとか思われる自閉症児もいます。 

 

 

 

 

 3．自閉症は治る？ 

 残念ながら今の医学では治りません。しかし、周りの環境を自閉症の人たちに合わせることに 

よって、社会や職場に適応していくことができます。 
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 4．自閉症は知恵遅れとは違う？ 

 いろいろな調査でわかったことなのですが、自閉症と診断された人たちの 7 割から 8 割の人た 

ちに知的な遅れが存在しているといわれています。 

 中には大学の助教授になった自閉症の人もいますが、下図に示すように多くの自閉症の人たち 

に知的な遅れがあるのです。 

 

 

 

 5．自閉症は心の障害？ 

 心に障害が全くないわけではないのでしょうが、緘黙児や登校拒否児等と異なり、現在では脳 

の損傷による発達障害だと言われています。 

 ですから、母子関係によって自閉症になるということはありません。 

 6．テレビを見せると自閉症になる？ 

 テレビを見せても自閉症にはなりません。ただ、機械などに興味を示す自閉症の人もおり、テ 

レビのコマーシャルをずっと見ていたり、パソコンに熱中する自閉症の人が数多くいることも事 

実です。 
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《自閉症の定義》 

 

 それでは、自閉症という障害はどのようなものであるのか、以下に定義を示します。 

 

 Ａ．意志を伝達したり、されたりすることが困難な障害 

 ことばによるコミュニケーションを図ることが困難であり、ことばを使えたとしても 

オーム返しになったりすることが多いのです。そのため、相手に自分の意志を伝えたり、 

他人からの言葉かけを理解することが難しい障害なのです。 

 

 Ｂ．対人関係に困難を示す 

 挨拶をしたり、目と目を合わせたり、場にあった表情を見せたりすることはなかなかで 

きません。また、友達と一緒に遊んだり、仲間を意識的に作ろうとすることもほとんどあ 

りません。 

 

 Ｃ．独特の興味やこだわりがある 

 時間に敏感で、残業をするのを極度に嫌ったり、乗るバスや席の位置も決まっていない 

と気がすまないといった行動を示すことがあります。それができないとなると、自分の顔 

を叩いたりかんしゃくを起こすこともあります。 

 

（DSM-IV より） 

 

《自閉症者を雇用する場合の注意点》 

 

１．できるだけ言葉で指導しようとせずに、絵や写真あるいは現物を見せるなど、目でみてわか 

 るような指導を行います。 

 

２．作業内容の変更などを極端に嫌う場合があるため、できるだけ一定した仕事をさせる。残業 

 もできるだけさせない方がいいでしょう。 

 

３．時間概念の理解が困難なので、1 日あるいは 1 週間のスケジュールを本人にわかるようなレ 

 ベルで立て、それを紙に書いて貼っておくとよいでしょう。 

 

４．光とか音とかに敏感な自閉症者が多いので、できるだけ壁に向かい左右をパーテーションで 
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 囲ったりして、刺激を遮断することにより集中して作業に取り組める場合があります。 

 

５．言葉による挨拶などは強要せず、紙に書いた「おはようございます」のカードを見せたりす 

 ることによって挨拶代わりにすると理解も容易でしょう。 

 

《自閉症者雇用のメリット》 

 

１．こだわりがあるため、作業が丁寧でありミスを生じることが少ない。 

２．作業ペースが一定しておりムラがない。 

３．遅刻や欠勤をすることが少ない。 

４．とても高いレベルまで習熟する自閉症者もいる。 

 

《自閉症者雇用のQ&A》 

 

Q：一つの仕事が終わる度に報告にやって来て、うるさいのですがどうすればよろしいでしょう 

  か。 

Ａ：口頭での報告ではなく、白板等を使い「～が終わりました」と書かせることによって、半日 

  に一回、あるいは一日に一回返事を書いて上げるといったことにより確認癖が減少した事例 

  があります。 

 

Q：休憩時間に職場内をうろうろして危ないのですが? 

Ａ：多分、何をしたらよいかわからないからだと思われます。休み時間にも本人が好きな行動 

  （例えば好きな雑誌を読むとか）を与えてあげることが必要です。それを習慣化させること 

  によって休憩時間のトラブルも減少するでしょう。 

 

Q：挨拶をしません、また作業中に黙っていなくなることがあります。 

Ａ：挨拶は何も言葉だけにこだわらず、「おはようございます」と文字で書いたカードや挨拶を 

  している絵などを使って指導されてはどうでしょうか。黙っていなくなる場合も、トイレな 

  どであればその意味を示したカードなどで理解させるとよいでしょう。 

 

Q：ときおり大声を上げたりするパニックが起きるのですが。 

Ａ：何故起きるのか原因を確かめて、起きないようにすることが原則ですが。もし起きてしまっ 

  たら、自分で落ち着く場所をあらかじめ設定しておき、パニックが起きたらその場所へ行く 

  ように指導してみてはいかがでしょうか。 
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  くれぐれも、感情的に怒らないようにしてください。 

 

Q：ちぐはぐな行動をするのですが。 

Ａ：指示の意味が理解できない場合が多く、「これをちょっとやっといてくれ」というような言 

  い方ではほとんど理解できません。具体的に「この箱を10 個、棚に上げてくれ」というよう 

  言い方をする事が大切です。 

  できれば、一度やってみせて指導を行うと理解しやすいでしょう。 
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                  〒261 千葉市美浜区若葉 3－1－3 

                 日本障害者雇用促進協会 

                     障害者職業総合センター評価・相談研究 

TEL 043－ 297－ 9033 

FAX 043－ 297－ 9058 

 

 表紙の写真は障害者職業センターで準備訓練を受講している自閉症の安田成浩君です。 

裏表紙の絵はその安田君が描いた訓練風景です。 

 



 
 

 視覚障害者その他の理由で活字のままでこの報告書を利用できな

い方のために、営利を目的とする場合を除き、「録音図書」「点字図書」

「拡大写本」等を作成することを認めます。 
 その際は、下記までご連絡ください。 
 
 障害者職業総合センター 企画部企画調整室 

  電 話 043－297－9067 

 

 

 

 なお、視覚障害者の方等で、この報告書（文書のみ）のテキスト

ファイルをご希望されるときも、ご連絡ください。 
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